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　現代の医療においては、急性期、回復期、慢性期、在宅療養という流れの中で、医師、
歯科医師、薬剤師、看護師をはじめとする様々な専門職が、それぞれの専門性を発揮し、
相互に連携することにより、質の高い医療サービスを提供する必要があります。
　医療技術の高度化・専門化や、保健医療に関するニーズの多様化などに対応し、安定し
たサービスを提供していくためには、保健医療従事者の確保と資質の向上を図っていくこ
とが重要な課題となっています。
　この節では保健医療従事者の確保及び資質の向上について主なものを記載し、それぞれ
の事業等における人材の確保・資質向上については、それぞれの事業等の中で詳細に記述
していきます。

現状とこれまでの取組　�
１　医師
＜現状＞
　○　都内で医療施設に従
事している医師数は、
41,445 人、人口 10 万
人当たり 304.2 人であ
り、全国平均の 240.1
人を大きく上回ってい
ます。都の特徴として、
患者の流入や昼間人口
が多いことも挙げられ
ます。

第２節　保健医療を担う人材の確保と資質の向上

○ 　高齢者人口の増加、医療の高度化・専門化、患者を取り巻く社会環境の変化等に

伴い、在宅療養を含む医療需要の一層の増加が見込まれる中で、都民ニーズに応え

るため、各職種の特徴や地域の特性などを踏まえ、保健医療を担う人材の確保と資

質の向上を図ります。
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東京：304.2
京都：314.9 徳島：315.9
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全国：240.1

【出典】医師歯科医師薬剤師調査、医師歯科医師薬剤師調査（東京都集計結果報告）

資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」（平成28年）

参考資料４

T0468517
テキストボックス
　参考資料５

T0515902
テキストボックス
東京都保健医療計画（平成30年3月）抜粋
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　○　都内の医師数は、総数では増加が続
いている一方、診療科によって状況が
異なっており、産婦人科など医
師の確保が求められている診療
科もあります。

 

○ 都内の医師数は、総数では増 

加が続いている一方、診療科によ

って状況が異なっており、産婦人

科など医師の確保が求められて

いる診療科もあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 平成30年度からは新たな専門医制度が開始されることとなっており、医師によ

る診療科の選択や医師の配置に変化が生じ、地域医療に影響を与える可能性が考

えられます。 

 

○ 診療科だけでなく、地理的な条件等から、島しょ地域等においては医師確保が

困難な状況が続いています。 

 

○ 都では、医育機関附属の病院に従事す

る医師を中心に、30代の割合が全国と

比較して高くなっています。 

 

○ 女性医師の占める比率は年々高くな

っており、都では29.2と、全国の21.1％

と比較しても高い割合となっています。

主たる診療科では、小児科や産科・産婦

人科、麻酔科で、特に女性の割合が高く

なっています。 

 

○ 国の調査によると、１週間の労働時間が60時間を超える雇用者の割合を職種別

都内の医療施設従事医師数（主たる診療科目）年次推移  

都内の診療科別医師数（主たる診療科目）  

医療施設に従事する女性比率の年次推移  

資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」（平成28年）

厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」

【内科系】平成18年まで：内科、呼吸器科、消化器科（胃腸科）、循環器科、リウマチ科、神経科、神経内科。平成20年から：内科、

呼吸器科、消化器内科（胃腸内科）、循環器科、リウマチ科、腎臓内科、神経内科、糖尿病内科(代謝内科)、血液内科 

【外科系】平成18年まで：外科、呼吸器外科、気管食道科。平成20年から：外科、呼吸器外科、気管食道科、乳腺外科、消化器外科(胃

腸外科)、肛門外科 
厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」

総数 内科系
精神科・心
療内科

小児科 外科系 整形外科
産科・産婦

人科
麻酔科 救急科 その他

41,445 14,710 2,229 2,338 2,750 2,339 1,660 1,283 488 13,648

304.2 108.0 16.4 17.2 20.2 17.2 12.2 9.4 3.6 100.2
医師数

（人口10万人対）

医師数

分類

厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」

　○　平成30年度からは新たな専門医制度が開始されることとなっており、医師による診
療科の選択や医師の配置に変化が生じ、地域医療に影響を与える可能性が考えられます。

　○　診療科だけでなく、地理的な条件等
から、島しょ地域等においては医師確
保が困難な状況が続いています。

　○　都では、医育機関附属の病院に従事す
る医師を中心に、30代の割合が全国と比
較して高くなっています。

　○　女性医師の占める比率は年々高くなって
おり、都では29.2％と、全国の21.1％と比
較しても高い割合となっています。主たる診
療科では、小児科や産科・産婦人科、麻酔科で、
特に女性の割合が高くなっています。
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埼玉：160.1

東京：304.2
京都：314.9 徳島：315.9
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全国：240.1

【出典】医師歯科医師薬剤師調査、医師歯科医師薬剤師調査（東京都集計結果報告）資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」（平成28年）

13.3%

21.1%

18.8%

29.2%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

H8 H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28

全国 東京都

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00

H8 H10 H1２ H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28

総数 内科系 精神科・心療内科

小児科 外科系 整形外科

産科・産婦人科 麻酔科 救急科

医療施設従事者医師数（⼈⼝10万対）
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全国：240.1

【出典】医師歯科医師薬剤師調査、医師歯科医師薬剤師調査（東京都集計結果報告）資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」（平成28年）
【内科系】平成18年まで：内科、呼吸器科、消化器科（胃腸科）、
循環器科、リウマチ科、神経科、神経内科。平成20年から：内科、
呼吸器科、消化器内科（胃腸内科）、循環器科、リウマチ科、腎臓内
科、神経内科、糖尿病内科 (代謝内科 )、血液内科
【外科系】平成18年まで：外科、呼吸器外科、気管食道科。平成
20年から：外科、呼吸器外科、気管食道科、乳腺外科、消化器外
科 (胃腸外科 )、肛門外科
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　○　国の調査によると、１週間の労働時間が 60時間を超える雇用者の割合を職種別に
見ると、医師が最も高く 41.8%となっています。

　○　国においては、「働き方改革実行計画」が策定され、長時間労働の是正に向けた労
働基準法（昭和 22年 4月 7日法律第 49号）の改正等について検討が進んでいます。
このような動向の中、医療機関においても、多様な働き方を導入する施設が増えつつ
あり、医師の雇用形態や勤務実態等が変化してきています。

　○　人口減少が進む中、若年医師の確保は今後難しくなることが見込まれます。

＜これまでの取組＞
（１）東京都地域医療対策協議会
　○　東京都地域医療対策協議会では、都内の医療施設に従事する医師確保策等について
地域の医療機関や関係団体などと協議を行っています。

（２）医師の育成・確保の取組
　①　東京都地域医療医師奨学金
　　○　医師確保が困難な、小児医療・周産期医療・救急医療・へき地医療に将来医師と

して従事する意思がある学生に奨学金を貸与することにより、都内の医師確保が必
要な地域や診療科の医師の確保を図っています。

　②　東京医師アカデミーの取組
　　○　都立・公社病院において、専門臨床研修カリキュラムの整備や豊富な臨床例の活

用、複数の都立病院等の連携による研修等の多角的な取組により、総合診療能力を
有する専門医の育成を推進しています。

　③　東京都地域医療支援ドクター事業
　　○　地域医療の支援に意欲を持ち、医師経験５年以上の即戦力となる医師を都職員と

して採用し、多摩・島しょ地域の医師不足が深刻な市町村公立病院等に一定期間派
遣し、地域の医療体制の確保を支援しています。

　④　へき地勤務医師の確保
　　○　東京都へき地医療対策協議会による派遣計画の策定、自治医科大学卒業医師の育

成及び派遣、へき地専門医療確保事業等を実施し、へき地勤務医師の安定的な確保
を図っています。

東京都地域医療⽀援センターについて

東京都地域医療対策協議会

東京都地域医療支援センター
（医療法第30条の25に基づく）

東京都へき地医療支援機構

へき地
病院・診療所

地域の公立
病院等

東京都地域医療支援センター運営委員会

○平成25年度設置

○専任医師 ２名（へき地医療支援機構専門官１名を含む）
○専従事務職員 ３名

（医療法第30条の23に基づく）

医師確保等の方針

医学部生

・自治医 ・奨学生 ・その他高校生等

情報発信
・支援

支援

【所掌事項】

①医療機関における医師確保支援

②キャリア形成支援

③医師確保状況の実態把握

④情報発信・相談対応

要請

相談

地域医療支援センター
無料職業紹介事業所

へき地医療支援機構
無料職業紹介事業所

【所掌事項】

①へき地医療支援の総合的な

診療・支援、事業の企画・調整

②へき地医療支援計画の策定

③へき地勤務医師等確保事業
の企画・調整・実施

④へき地医療従事者の開拓・育

成・診療支援

①医療機関における医師確保支援

○東京都地域医療医師奨学金[特別貸与・一般貸与]

○医師派遣機能

・ 医療機関における求人情報等の収集、提供
・ 無料職業紹介事業の実施（指定医療機関全般）

・ 支援ドクターをへき地及び医師不足が深刻な多摩地域
の市町村公立病院等へ派遣
・ 東京都へき地医療支援機構と連携し、自治医科大学
卒業医師をへき地医療機関へ派遣

東京都地域医療支援ドクターや自治医科大学卒業医師に
よる医師派遣を行うとともに、奨学金医師の活用により、医
師不足病院等における医師確保の取組を支援する。

②キャリア形成支援

奨学金医師については、本人の意向を尊重しながらキャリ
ア形成を支援するとともに、へき地医療に従事する医師につ
いては、代替医師を確保して拠点病院等での研修や学会へ
の出席等最新の医療に触れられる機会を確保する。

○支援ドクター・自治医科大学卒業医師への研修計画の策定

○東京都へき地医療支援機構と連携したへき地勤務医師の
研修・休暇等に対応するための代診医の確保・派遣

○その他、専門医制度等について情報提供

○東京都地域医療医師奨学金[特別貸与・一般貸与]

・ 奨学生等への動機付け研修の充実
・ 地域医療に従事するための継続的なアプローチ
・ 奨学金医師への就業支援

③医師確保状況の実態把握 ④情報発信・相談対応

調査の実施や個別病院へのヒアリング等により、都内の医師確保
や病院勤務医の負担軽減の状況を把握し、優先的に対応すべき地
域や診療科等、総合的な医師確保対策の方向性を検討する。

○東京都の特性に見合った医師確保対策を推進するための基礎資
料を得ることを目的とした実態調査の実施

○調査結果等を踏まえたヒアリング調査の実施

求人情報や都の制度や事業情報を発信する。また、医学生、高校
生などからの様々な相談に対応する。

《調査項目》
・ 医師の確保状況

・ 病院勤務医の就労環境
・ 初期臨床研修医の都内定着状況 など

○指定医療機関等の求人情報等の発信

○医師奨学金制度や支援ドクター事業等の情報を発信

○へき地医療に興味を持つ医学生等からの相談対応

連携

取組状況の報告

○医師専門官 １名
○事務官兼任者 ４名

情報提供

実態調査
・支援

奨学金
医師

就業
支援



第
１
章

75

第
２
節

（３）　東京都地域医療支援センター
　○　東京都の特性に合った総合的な医師確保対策を推進するため、「東京都地域医療支

援センター」を設置し、医師不足の地域や診療科における医師の育成・確保に取り組
んでいます。

　○　東京都地域医療医師奨学金の被貸与者が医師不足の医療分野で地域医療に携わる医
師として定着していけるよう、地域医療の理解を深めるための研修、就業支援、へき
地医療に携わる医師のキャリア
形成支援などを行っています。

　○　医師確保に関する施策につい
て、東京都へき地医療支援機構
や東京都勤務環境改善支援セン
ター等と連携して展開し、医師
不足の地域や診療科における医
師確保に向けて取り組んでいま
す。

２　歯科医師
　○　都における歯科医師数は、平成 18年度はいったん減少に転じましたが、再び微増
を続け、現在は概ね横ばいとなっています。平成 28年の歯科医師数は 16,639 人（う
ち、病院・診療所従事者数は 16,107 人）、人口 10万人当たりでは 122.1 人となっ
ています。

　○　歯科医師の資質向上等に向けた事業に対し支援するとともに、都立心身障害者口腔
保健センターにおける障害者歯科医療に取り組む歯科医師向けの研修や、在宅歯科医
療に取り組む歯科医師向けの研修に取り組んでいます。

３　薬剤師
　○　都における薬剤師数は増加を続け、平成 28年の薬剤師数は 48,813 人（うち、薬局・
病院・診療所従事者数は 29,743 人）、人口 10万人当たりの薬剤師数は 358.3 人と
なっています。

　○　薬に関する専門職として地域住民に信頼され、患者の服薬情報を管理し、適切な服
薬を支援するかかりつけ薬剤師の育成を進めるとともに、薬剤師が在宅療養支援のた
めの専門的知識・技術を習得するための取組を進めています。

　○　また、開局時間外であっても在宅療養患者等からの相談に応じるなど 24時間対応
を行うため、地域の薬局・薬剤師の連携体制の構築等の取組を行っています。

　○　国の調査によると、１週間の労働時間が 60時間を超える雇用者の割合を職種別に
見ると、医師が最も高く 41.8%となっています。

　○　国においては、「働き方改革実行計画」が策定され、長時間労働の是正に向けた労
働基準法（昭和 22年 4月 7日法律第 49号）の改正等について検討が進んでいます。
このような動向の中、医療機関においても、多様な働き方を導入する施設が増えつつ
あり、医師の雇用形態や勤務実態等が変化してきています。

　○　人口減少が進む中、若年医師の確保は今後難しくなることが見込まれます。

＜これまでの取組＞
（１）東京都地域医療対策協議会
　○　東京都地域医療対策協議会では、都内の医療施設に従事する医師確保策等について
地域の医療機関や関係団体などと協議を行っています。

（２）医師の育成・確保の取組
　①　東京都地域医療医師奨学金
　　○　医師確保が困難な、小児医療・周産期医療・救急医療・へき地医療に将来医師と

して従事する意思がある学生に奨学金を貸与することにより、都内の医師確保が必
要な地域や診療科の医師の確保を図っています。

　②　東京医師アカデミーの取組
　　○　都立・公社病院において、専門臨床研修カリキュラムの整備や豊富な臨床例の活

用、複数の都立病院等の連携による研修等の多角的な取組により、総合診療能力を
有する専門医の育成を推進しています。

　③　東京都地域医療支援ドクター事業
　　○　地域医療の支援に意欲を持ち、医師経験５年以上の即戦力となる医師を都職員と

して採用し、多摩・島しょ地域の医師不足が深刻な市町村公立病院等に一定期間派
遣し、地域の医療体制の確保を支援しています。

　④　へき地勤務医師の確保
　　○　東京都へき地医療対策協議会による派遣計画の策定、自治医科大学卒業医師の育

成及び派遣、へき地専門医療確保事業等を実施し、へき地勤務医師の安定的な確保
を図っています。

東京都地域医療⽀援センターについて

東京都地域医療対策協議会

東京都地域医療支援センター
（医療法第30条の25に基づく）

東京都へき地医療支援機構

へき地
病院・診療所

地域の公立
病院等

東京都地域医療支援センター運営委員会

○平成25年度設置

○専任医師 ２名（へき地医療支援機構専門官１名を含む）
○専従事務職員 ３名

（医療法第30条の23に基づく）

医師確保等の方針

医学部生

・自治医 ・奨学生 ・その他高校生等

情報発信
・支援

支援

【所掌事項】

①医療機関における医師確保支援

②キャリア形成支援

③医師確保状況の実態把握

④情報発信・相談対応

要請

相談

地域医療支援センター
無料職業紹介事業所

へき地医療支援機構
無料職業紹介事業所

【所掌事項】

①へき地医療支援の総合的な

診療・支援、事業の企画・調整

②へき地医療支援計画の策定

③へき地勤務医師等確保事業
の企画・調整・実施

④へき地医療従事者の開拓・育

成・診療支援

①医療機関における医師確保支援

○東京都地域医療医師奨学金[特別貸与・一般貸与]

○医師派遣機能

・ 医療機関における求人情報等の収集、提供
・ 無料職業紹介事業の実施（指定医療機関全般）

・ 支援ドクターをへき地及び医師不足が深刻な多摩地域
の市町村公立病院等へ派遣
・ 東京都へき地医療支援機構と連携し、自治医科大学
卒業医師をへき地医療機関へ派遣

東京都地域医療支援ドクターや自治医科大学卒業医師に
よる医師派遣を行うとともに、奨学金医師の活用により、医
師不足病院等における医師確保の取組を支援する。

②キャリア形成支援

奨学金医師については、本人の意向を尊重しながらキャリ
ア形成を支援するとともに、へき地医療に従事する医師につ
いては、代替医師を確保して拠点病院等での研修や学会へ
の出席等最新の医療に触れられる機会を確保する。

○支援ドクター・自治医科大学卒業医師への研修計画の策定

○東京都へき地医療支援機構と連携したへき地勤務医師の
研修・休暇等に対応するための代診医の確保・派遣

○その他、専門医制度等について情報提供

○東京都地域医療医師奨学金[特別貸与・一般貸与]

・ 奨学生等への動機付け研修の充実
・ 地域医療に従事するための継続的なアプローチ
・ 奨学金医師への就業支援

③医師確保状況の実態把握 ④情報発信・相談対応

調査の実施や個別病院へのヒアリング等により、都内の医師確保
や病院勤務医の負担軽減の状況を把握し、優先的に対応すべき地
域や診療科等、総合的な医師確保対策の方向性を検討する。

○東京都の特性に見合った医師確保対策を推進するための基礎資
料を得ることを目的とした実態調査の実施

○調査結果等を踏まえたヒアリング調査の実施

求人情報や都の制度や事業情報を発信する。また、医学生、高校
生などからの様々な相談に対応する。

《調査項目》
・ 医師の確保状況

・ 病院勤務医の就労環境
・ 初期臨床研修医の都内定着状況 など

○指定医療機関等の求人情報等の発信

○医師奨学金制度や支援ドクター事業等の情報を発信

○へき地医療に興味を持つ医学生等からの相談対応

連携

取組状況の報告

○医師専門官 １名
○事務官兼任者 ４名

情報提供

実態調査
・支援

奨学金
医師

就業
支援
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４　看護職員（保健師・助産師・看護師・准看護師）
現　状　�
　○　都内で医療施設等に従事してい
る看護職員数は毎年増加しており、
平成 28年 12月現在、125,774 人
ですが、人口 10 万人当たりでは
923.1 人と、全国平均の 1,228.7
人を下回っています。

　○　都内看護師及び准看護師の有効
求人倍率は、平成 28 年度は 3.84
倍と、全国平均の 2.50 倍を上回っ
ており、依然として人材の確保が
困難な状況です。

　○　東京都地域医療構想の実現に向けた病床の機能分化・連携、高齢化の進展に伴う介
護保険施設や在宅療養のニーズの増大、さらに、医療技術の高度化や専門化等により、
看護職員の需要は一層増加しています。

　○　都内看護師等学校養成所の入学定員及び都内看護師等学校養成所卒業生の都内就業
率は、近年横ばい傾向です。新卒看護職の就業先は、病院が 9割以上を占めています。

　○　看護職員の離職率は、常勤・新卒ともに全国平均を上回っています。離職の理由と
しては、「結婚、出産・育児、介護」が、30歳代では 45.2%となっています。

　○　再就業希望者の約７割、特に未就学児のいる者に限ると９割以上が短時間勤務を希
望しているのに対して、現在就業している看護職員の中で、短時間勤務者の割合は約
１割に留まっています。また、復職への不安内容としては、経験不足や教育・研修体
制が挙げられます。

　○　医療技術の高度化や専門化等に対応するため、看護職員の資質の向上を図ることが
必要です。

　○　社会状況の変化等により、近年、保健師の活動範囲が広がりを見せるとともに、多
様化する地域保健への対応など、行政能力の向上はもとより、専門的能力の向上が必
要不可欠となっています。

　○　分娩取扱施設が減少する中、周産期母子医療センター以外でもハイリスク妊産婦が
増加しており、分娩介助の少ない施設における介助スキルの向上など、限られた助産
師がより良い助産ケアを提供するために、実践能力の向上が必要です。

看護職員数
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　○　現在国において、平成 37年（2025）年の医療需要等を踏まえた看護職員の需給
推計の検討が進められており、都としては、国の動向を注視しながら、都内看護職員
確保対策を推進していく必要があります。

これまでの取組　�
　効果的、安定的な看護職員確保のため、ライフステージに応じた対策に取り組んでいま
す。

（１）　養成対策
　○　都立看護専門学校（看護学
科３年課程７校（一学年定員
合計 600 人））を運営すると
ともに、都内の看護師等養成
所の運営支援、修学資金貸与、
看護教員の養成など、看護職
員の着実な養成に取り組んで
います。

　　　また、首都大学東京におい
て、看護学科（一学年定員　
80 人）や助産学専攻科（定
員 10 人）等を設置し、看護
職員の養成に努めています。

（２）　定着対策
　①　看護職員の定着に向けた基盤整備
　　○　医療機関における働きやすい職場環境の整備や院内保育施設の運営などの取組へ

の支援を行うとともに、医療の高度化、多様化に対応できるよう、東京都ナースプ
ラザにおいて最新の知識や技術に関する資質向上研修を実施するなど、都内施設に
おける看護職員の定着促進を図っています。

　②　新人看護職員の定着に向けた取組
　　○　「新人看護職員研修ガイドライン」に沿った新人看護職員の研修実施に対する支

援を行うとともに、研修責任者や教育担当者等に対する研修を実施し、臨床研修の
実施内容や方法の普及を図り、新人看護職員の早期の離職防止と都内の看護職員の
定着促進を図っています。

　③　中小病院における定着促進
　　○　看護職員の確保が困難な中小病院を対象に、二次保健医療圏ごとに配置する就業

協力員が巡回訪問を行い、看護職員の確保と離職防止に向けた勤務環境の改善、研
修体制の充実について助言を行うなど、都内施設における定着促進の取組を支援し
ています。

ライフステージに応じた看護職員確保対策
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　④　看護職員の資質の向上
　　○　地域の特性や課題に対応した研修などを通じて看護職員の資質向上を図るととも

に、東京都看護協会・東京都ナースプラザにおいて、様々な分野で活躍できる看護
職員を育成する研修の充実を図っています。

　　○　看護外来相談や院内助産所等の実施を促進するなど、水準の高い看護実践による
専門性の高い看護職員を育成しています。

（３）　再就業対策
　①　ナースプラザを拠点とした取組
　　○　看護師等の再就業を促進するため、東京都ナースプラザを拠点として再就業に向

けた研修や就業相談、看護に関する情報提供を行うとともに、都民に対する普及啓
発活動を実施しています。

　②　地域の医療機関等における再就業の支援
　　○　育児等で離職した看護師等が再就業する際に、身近な地域の病院等で必要な最新

の知識や技術の研修や再就業の相談を受けられる仕組みを提供し、都内の看護師等
の再就業を促進しています。

（４）　訪問看護を担う人材
　○　訪問看護への理解促進を図るための講演会等を開催するとともに、訪問看護未経験
の看護職を雇用し、育成を行う訪問看護ステーションに対する育成体制強化のための
取組や都が指定する『教育ステーション』による地域の小規模な訪問看護ステーショ
ンへの人材育成支援を行うほか、経営相談会を開催する等、訪問看護人材の確保・定
着・育成及び安定した事業所運営等のための訪問看護ステーションに対する様々な支
援策を実施しています。

５　保健医療従事者（医師、歯科医師、薬剤師、看護職員を除く。）
（１）リハビリテーション従事者
　○　リハビリテーションを行う理学療法士、作業療法士、視能訓練士、言語聴覚士は、

患者の早期回復や急性期医療から回復期、維持期等医療連携の推進に当たって、重要
な役割を担っています。

　○　平成 27 年 10 月現在の都内病院での従事者数（常勤換算）は、理学療法士が
5,556.9 人、作業療法士が 2,823.0 人、視能訓練士が 542.5 人、言語聴覚士が
1,088.4 人となっており、近年増加しています。また、リハビリテーションを担う専
門職の国家資格取得者が年々増加傾向にあり、現場経験の浅い従事者が増えています。
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　○　二次保健医療圏ごとに指定した地域リハビリテーション支援センターにおいて、理
学療法士等を対象とした症例検討会を開催するほか、訪問リハビリテーション・通所
リハビリテーションに対する研修会等を開催し、知識・技術の向上を図っています。

（２）歯科衛生士
　○　歯科衛生士は、歯科疾患の予防や口腔衛生の向上など、口腔分野において重要な役
割を担っています。平成 28年末の都内の就業者数は 12,952 人となっており、年々
増加しています。

　○　歯科衛生士として必要となる歯科保健医療の知識や技術等に関する講習会等を開催
し、資質の向上や再就業に向けた支援等の取組を行っています。

（３）介護人材
　①　介護職員
　　○　平成 27年 10 月現在、都内における介護職員数（介護福祉士・訪問介護員（ホ

ームヘルパー）等の直接処遇を行う常勤及び非常勤職員の合計）は約 16万 5千人
と推計され、全国の介護職員数約 189万人の 8%強を占めています。

　　○　近年の少子高齢化による労働力人口の減少や、他の業種の求人状況の動向に影響
され、都における介護関連職種の有効求人倍率は 5.86 倍と、全職種の 1.74 倍を
大きく上回っており、人手不足が深刻化しています。

　　○　都内で必要とされる介護人材の安定した確保・定着・育成に向け、「多様な人材
の参入促進」、「資質の向上」、「労働環境の改善」の視点からの対策を総合的に進め
ています。

　②　介護支援専門員
　　○　高齢者の在宅生活を支えるためには、多様なサービス主体が連携して高齢者を支

援できるよう、介護支援専門員が中核的役割を担い、利用者の自立支援に資するケ
アマネジメントを適切に行うことが重要です。

　　○　都は、介護保険制度を健全かつ円滑に運営するため、介護支援専門員に対し、研
修を継続的に受講する機会を設けることにより、必要な知識・技能の修得と資質の
向上を図っています。

　　○　平成 28年度には、研修制度の見直しにより、介護支援専門員が医療職をはじめ
とする多職種と連携・協働しながら適切にケアマネジメントを実践できるよう、研
修内容及び研修時間が拡充されました。また、主任介護支援専門員に更新制が導入
され、更新時の研修として主任介護支援専門員更新研修を実施しています。
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（４）医療社会事業従事者
　○　地域医療構想や地域包括ケアシステムが推進される中、医療機関では、退院支援を

担う人材の役割の重要性が増しています。患者や他の医療機関や福祉施設等との調整
などを行う医療社会事業従事者（医療ソーシャルワーカー等）の役割はますます重要
となっています。

　○　在宅療養を担う人材の養成や最新の情報を提供する講演会の実施等、医療社会事業
従事者の資質向上を図っています。

（５）　多様な専門職種
　○　医療技術の高度化や専門化、保健医療ニーズの多様化に伴い、専門職種が対応する
場面が増加しています。

　○　関係団体と協力し資質向上に向けた講習会等を実施しています。
　
６　医療機関従事者の勤務環境の改善
　○　医師の長時間労働の是正や、約 3割を占める女性医師や離職率が高い看護職員など
が働き続けられる勤務環境の整備が求められています。

　○　働きやすい環境整備に向けた医療機関の主体
的な取組を支援するため、東京都医療勤務環境
改善支援センターを設置し、医療労務管理・医
業経営アドバイザーが相談対応や助言を行う体
制を整備しています。

　○　短時間正職員制度等の新たな勤務形態の導入
や、医師と看護師・その他の職種等との連携、
病院勤務医の事務を補助する医師事務作業補助
者（医療クラーク）の導入に取り組む病院を支
援し、医師の負担軽減を図るとともに、離職し
た女性医師の復帰を支援するための再就業に向けた研修に取り組む病院を支援してい
ます。

　○　女性医師等が働きやすい環境の整備を促進するため、医療機関が行う院内保育施設
の設置などの取組に対して支援を行っています。

東京都医療勤務環境改善支援センター（医療法第３０条の２１）

１ 専門家による支援（委託事業）

２ 普及啓発活動

①研修会等の開催

②周知・広報活動

③調査・情報収集等

アドバイザーを配置し、医療機関の取組をサポート

・医療労務管理アドバイザー（労務管理面）

・医業経営アドバイザー（医業経営面）

支援の内容

①導入支援（勤務環境の改善に向けた改善計画の策定を支援）

②組織力向上支援（研修講師の派遣）
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課題と取組の方向性　�
１　医師
＜課題１＞地域の実情に応じた医師確保対策

　○　医師の確保が困難な地域や診療科に従事する医師を、引き続き確保する必要があり
ます。

　○　地域や診療科における医師不足の状況等について、新たな専門医制度における地域
医療への影響も含め、きめ細かく実態を把握する必要があります。

　○　地域の実情や国の動向等を踏まえ、医師確保に向けた取組について検討し、効果的
に展開していく必要があります。

（取組１－１）地域の医師確保対策 [ 基本目標 Ⅳ ]

○　奨学金医師の活用により、医師不足病院等における医師確保の取組を支援します。

○　地域医療支援ドクター事業により、都が採用した医師を多摩・島しょ地域の医師不
足が深刻な公立病院等に一定期間派遣し、地域の医療体制の確保を支援します。

○　自治医科大学卒業医師等を活用し、引き続きへき地勤務医師を確保します。

○　東京医師アカデミーにおいて、地域の医療機関と連携して高い専門性と総合診療能
力を有する医師を育成し、地域の医師確保に貢献します。

（取組１－２）実態把握 [ 基本目標 Ⅳ ]

○　都内の医師確保の状況や病院勤務医の勤務実態等について調査やヒアリング等を実
施します。

○　新たな専門医制度について、制度の動向を注視しながら都への影響を精査します。

（取組１－３）効果的な取組の検討 [ 基本目標 Ⅳ ]

○　医師奨学金事業について、国の動向や都の現状等を踏まえ、必要な対策を行います。

○　地域医療支援ドクター事業について、より多くの医療機関へ医師を派遣する仕組み
等を検討し、効果的な事業展開を行います。

○　若年者の人口が減少する中で、都の実情を踏まえた医師確保対策を実施します。
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＜課題２＞医師の育成

　○　東京都地域医療支援センターを中心として、東京都へき地医療支援機構や東京都勤
務環境改善支援センター等と連携しながら、医師確保が必要な地域や診療科の医師の
育成・確保に引き続き取り組んでいく必要があります。

　○　医師の確保が困難な地域や診療科に従事する医師の育成を、引き続き行っていく必
要があります。

　○　奨学金被貸与者や医師不足地域等に勤務する医師に対し、きめ細かなキャリア形成
支援が必要です。

（取組２－１）医師の養成 [ 基本目標 Ⅳ ]

○　将来、医師として、都内の医師確保が必要な地域や診療科に従事する意思のある都
内の医学部生に、東京都地域医療医師奨学金を貸与します。

○　へき地勤務を行う総合医を養成するため、学校法人自治医科大学に対して運営経費
等の一部を負担します。

○　東京医師アカデミーにおいて、地域の医療機関と連携して高い専門性と総合診療能
力を有する医師を育成します。

（取組２－２）医師のキャリア形成支援  [ 基本目標 Ⅳ ]

○　奨学金被貸与者について、在学中から卒業後まで継続してきめ細かくフォローアッ
プします。

○　へき地に勤務する医師について、自己研鑽
さん

等の機会を十分に確保するため、代診医
師を確実に派遣します。

○　島しょ医療用画像電送システムを活用し、症例検討や情報交換を行うほか、遠隔診
療への応用や他の協力病院への接続を検討するなど、使用用途の拡充を図り、島しょ
に勤務する医師の医療活動等を支援します。

（取組２－３）情報発信・情報提供 [ 基本目標 Ⅳ ]

○　東京都地域医療支援センターの無料職業紹介事業所を活用し、奨学金医師等に対し
地域の医療機関の求人情報を提供します。

○　医師を志す高校生に対し、都の地域医療に関する情報等をホームページ等で発信し
ます。
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２　歯科医師
　○　口腔内細菌と糖尿病・虚血性疾患など全身疾患との関係が指摘されるなど、医師と
歯科医師などの連携を強化していく必要があります。

　○　また、在宅での療養が進む中、在宅歯科医療や障害者歯科医療に取り組む歯科医師
の更なる確保が必要です。

（取　組）  [ 基本目標 Ⅳ ]

○　周術期や糖尿病をはじめ口腔と全身との関係の観点から、医科歯科連携の更なる推
進に取り組んでいきます。

○　障害者が身近な地域で歯と口腔の健康づくりの支援を受けられるよう、更なる人材
育成を実施していきます。

○　在宅療養患者のＱＯＬを支える口腔ケアや摂食嚥下機能支援などについての研修会
を引き続き実施し、在宅歯科医療に取り組む歯科医師を確保していきます。

３　薬剤師
　○　高齢者人口の増加に伴い、慢性疾患を有する患者や、複数の医療機関を受診して多
種類の薬剤を継続的に服用する患者が増加することが見込まれ、そうした患者の健康
状態の把握や服薬管理について、適切な対応が求められています。

　○　また、在宅医療の需要は今後とも増加することが見込まれ、地域包括ケアシステム
の中で薬局・薬剤師がその専門性を生かし、医師、看護師等の他職種と連携して在宅
療養患者を支援していく必要があります。

（取　組） [ 基本目標 Ⅳ ]

○　患者の服薬情報を一元的・継続的に把握し、服薬状況の確認、薬剤の管理や服薬方
法の指導を行うなどの服薬管理を行い、患者を支援するとともに、服薬等に関する説
明と患者からの相談への対応を丁寧に行う、患者から信頼されるかかりつけ薬剤師の
育成を進めます。

○　在宅療養患者に対する調剤・訪問指導等を行うための知識や技能等を身に付け、地
域の薬剤師間や他職種と連携して患者を支えられるかかりつけ薬剤師を育成します。

４　看護職員（保健師・助産師・看護師・准看護師）
　養成・定着・再就業対策等を着実に実施するとともに、「東京都看護人材確保対策会議」
等において、今後の看護人材確保に向けた新たな対策等を検討し、より効果的、安定的な
看護人材確保等のための施策を推進していきます。
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＜課題１＞養成対策

　○　若年人口の減少により、今後養成数の大幅な拡大は困難です。養成した看護職の都
内への就業を促進する必要があります。

　○　今後需要の増大が見込まれる在宅医療分野での看護職を確保する必要があります。

（取組１）看護需要に対応した養成の促進  [ 基本目標 Ⅳ ]

○　看護職を目指す人材を確実に確保するため、中高生等への働きかけや多様な人材（社
会人、男性等）の確保に向けた取組を推進していきます。

○　都内新規就業者を確保するため、看護師等学校養成所卒業者の都内就業を促進して
いきます。

○　在宅医療需要の増大に対応するため、看護職の在宅医療分野への就業を促進してい
きます。

＜課題２＞定着対策

　○　20 歳代から 30 歳代での離職が多く、結婚、出産、育児等による就業継続が困難
であることが考えられるため、育児等でも辞めずに働き続けられる環境の整備が必要
です。

　○　医療技術の高度化や専門化等に対応できる看護職員の育成が必要です。

（取組２－１）ライフステージに応じた支援策の充実 [ 基本目標 Ⅳ ]

○　働き続けられる勤務環境改善を促進するため、看護職のライフ・ワーク・バランス
の充実を図ります。

○　新人期・中堅期・ベテラン期など、経験に応じたサポート体制の充実を図ります。

○　スキルアップ・キャリアアップを望む看護職、出産・育児等のライフステージに応
じた働き方を望む看護職など、多様なニーズに対応した働き方を支援します。

（取組２－２）看護職員の育成 [ 基本目標 Ⅳ ]

○　各専門分野や課題等に対応した研修の充実等を図り、質の高い看護職員の育成に取
り組みます。
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＜課題３＞再就業対策

　○　育児等の時間的制約や離職による技術的不安を抱えていることなどにより、30歳
代から 40歳代での復職が進んでいないため、復職を促進させる取組が必要です。

（取組３）復職しやすい環境の整備 [ 基本目標 Ⅳ ]

○　再就業希望者のニーズに合わせた働き方の提示により、職場復帰を促進していきま
す。

○　潜在看護職の再就業意欲を促進するため、復職支援研修の充実について検討してい
きます。

＜課題４＞訪問看護を担う人材

　○　医療的ケアが必要な要介護高齢者等の増加等、訪問看護へのニーズは、今後、増加
が見込まれています。

　○　訪問看護ステーションは、小規模事業所が多く、訪問看護師の教育体制の充実や、
勤務環境向上を図ること等に対して、小規模事業所では限界があります。

（取組４）訪問看護師の人材確保等に向けた支援 [ 基本目標 Ⅳ ]

○　訪問看護サービスの安定的供給のため、訪問看護師の人材確保・定着・育成のため
の取組や訪問看護ステーションの運営・多機能化等のための支援策等について、総合
的・多角的視点から検討を進め、訪問看護の施策を充実させていきます。

５　保健医療従事者（医師、歯科医師、薬剤師、看護職員を除く。）
（１）リハビリテーション従事者
　○　近年、理学療法士等の養成施設の定員増加に伴い、国家資格取得者が増加傾向にあ

ります。このため、現場経験の浅い若手理学療法士等が増えており、資質向上が必要
となっています。

　○　在宅での療養の需要が増えることが見込まれていることから、訪問リハビリテーシ
ョン・通所リハビリテーションを担う人材の育成が必要です。

（取　組） [ 基本目標 Ⅳ ]

○　地域リハビリテーション支援センターにおいて若手理学療法士等の技術の向上支援
を行っていきます。

○　理学療法士等の医療従事者に対する知識・技術の向上と介護支援専門員などの他職
種の理解と連携に関する研修を実施していきます。
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（２）歯科衛生士
　○　歯科衛生士の従事者数は着実に増加しており、適切な歯の健康づくりや口腔ケアが

行えるよう、引き続き、資質の向上や再就業等への支援を行っていく必要があります。

（取　組） [ 基本目標 Ⅳ ]

○　業務を行う上で必要となる歯科保健医療の知識や再就業に向けた知識・技術等に関
する講習会などを行っていきます。

（３）介護人材
　①　介護職員
　　○　介護サービスを行う事業者は、あらゆる手段を使って、人材を確保しようとして

いますが、仕事の困難性や賃金水準の問題などのイメージが強く、人材確保は進ん
でいません。

（取　組） [ 基本目標 Ⅳ ]

○　地域包括ケアシステムの構築を推進する上で不可欠な社会資源である質の高い介護
人材を安定的に確保していくため、介護の仕事の魅力を介護現場のみならず関係機関
が連携しながら社会全体に発信していきます。

　②　介護支援専門員
　　○　今後増大することが見込まれる医療ニーズに応えるためには、医療職との連携に

必要な医療的知識と視点を有し、利用者に対する生活全般を支え、適切なケアマネ
ジメントを実施することができる、より質の高い介護支援専門員を育成することが
求められています。

（取　組） [ 基本目標 Ⅳ ]

○　基礎的及び専門的な研修を通じて、介護支援専門員の資質の向上を図ります。

○　また、介護保険サービスや他の保健・医療・福祉サービスの提供者との連携、他の
介護支援専門員に対する助言・指導など、ケアマネジメントを適切かつ円滑に提供す
るための知識及び技術を修得した主任介護支援専門員を養成し、その活躍を通じてケ
アマネジメントの質の向上を図ります。

（４）医療社会事業従事者
　○　今後、医療機能の分化、在宅療養への移行が加速することが予想され、在宅療養や
退院支援を担う人材の養成が課題となっています。
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（取　組）  [ 基本目標 Ⅳ ]

○　退院支援・退院調整に必要な知識及び技術に関する研修について、その内容を見直
しながら実施し、退院支援業務に従事する人材の確保・育成を図っていきます。

（５）多様な専門職種
　○　医療技術の高度化や専門化、保健医療ニーズの多様化に伴い、資質の向上が必要と
なっています。

（取　組） [ 基本目標 Ⅳ ]

○　職能団体等と連携し、在宅療養の視点を加味し、それぞれの職種に対応した研修・
講演会等を行い資質の向上を図っていきます。

６　医療機関従事者の勤務環境改善への取組の推進
　○　国では、「働き方改革実行計画」を策定するとともに、医療分野では「新たな医療
の在り方を踏まえた医師・看護師等の働き方ビジョン検討会報告書」の取りまとめや、
「医師の働き方改革検討委員会」が設置されるなど、医療従事者の勤務環境改善に向
けた新たな取組が開始されようとしています。

　○　医療機関が行う医療従事者の勤務環境改善に向けた支援が引き続き必要です。

（取　組） [ 基本目標 Ⅳ ]

○　医療従事者の勤務環境の改善に関する調査や普及啓発活動を行うとともに、働きや
すい環境整備に向けた医療機関の主体的な取組を支援するため、労務管理・医業経営
アドバイザーによる相談対応や助言などを行っていきます。

○　多様な勤務形態の導入等の病院が実施する医師の勤務負担軽減を図る取組や、育児
等で職場を離れた女性医師等の再就業を支援する取組を行う病院を支援していきま
す。

○　働き方改革実行計画の進捗状況や医師の働き方改革検討委員会等国の動向を注視し
ながら、施策の充実に向けた検討を行っていきます。
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評価指標　�

取組 指標名 現状 目標値

（医師）
取組１－１
取組１－２
取組１－３
取組２－１
取組２－２
取組２－３

人口当たり医師数

人口 10万人当たりの
医師数 (平成 28年 )
小児科：17.2

産科・産婦人科：12.2
救急科：3.6

増やす

（医師）
取組１－１
取組１－２
取組１－３

へき地町村が必要
とする医師充足率
（へき地町村の医師
派遣要請に対する
充足率）《再掲》

96.4％
（100％）

（平成 29年 4月１日現在）

100％

（看護職員）
取組１
取組２
取組３
取組４

看護職員数
125,774 人

（平成 28年末）

※国の「看護職員
需給推計」（平成
30 年度策定予定）
に合わせて設定
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